
   

 

 

各 位 

2021年 3月 31日 

弥生株式会社 

起業時の困りごとをワンストップで支援 

起業家を支援する「起業・開業ナビ」サービスを開始 
- JCBやメガバンク・ネットバンク、レノボ・ジャパンなど各協業パートナーと連携- 

 

 

弥生株式会社(本社:東京都千代田区、代表取締役社長:岡本 浩一郎)は、起業時に起業家が抱える困りごとの

解決支援を目的として「起業・開業ナビ」サービスを本日開始しましたので、お知らせします。 

「起業・開業ナビ」は、起業時に必要な手続きやモノ・サービス、情報をWeb上で得ることができる起業支援ポ

ータルサービスです。本サービスは無料※1で利用することができます。「弥生のかんたん会社設立」※2では、会社

設立時に必要な書類作成や法人口座の開設、会社実印の作成などを支援します。「起業・開業応援パック」では、

起業後に必要な法人クレジットカードや PCなどのモノやサービス準備の支援を行います。また、JCBやメガバン

クなどの協業パートナーが提供するサービスを特典付き※3で利用することが可能です。「会計事務所紹介サービ

ス」は、弥生が厳選した豊富な経験と実績のある税理士や会計事務所の紹介を受けることができます。 

 

日本政府は「成長戦略フォローアップ」※4で「開業率が米国・英国レベル(10%台)になることを目指す」と掲げて

いますが、新設法人の数は 2015年を境に横ばい※5です。2017年の「中小企業白書」※6によると、起業希望者

が起業準備に着手していない理由として「事業に必要な専門知識、経営に関する知識・ノウハウ不足」が男女とも

にほぼ全ての年代で 1位となっています。弥生は、起業時に発生する事務手続きや設備環境の準備などを効率

化し、起業家がすぐに本業に集中できる環境づくりを目指します。 

 

弥生は、「お客さまの事業の立ち上げと発展の過程で生まれるあらゆるニーズにお応えする事業コンシェルジ

ュ」になることをビジョンとして掲げており、業務ソフトウエアの枠を超えて「夢を抱く事業者の、あらゆるステップに寄

り添い、支える存在でありたい」と考えています。弥生の登録ユーザー数は 220万を超え、先輩起業家とも呼べる

ユーザーを支援し蓄積してきたノウハウや、10,000事務所を超える業界最大規模の会計事務所ネットワークなど

を生かし、起業家を支援する取り組みを本格的に開始します。 

 

今後も「起業・開業ナビ」のサービス拡充や協業パートナーの拡大を通じて、起業家のさまざまな悩みに応えて

いくとともに、業務ソフトウエア「弥生シリーズ」を中心として、圧倒的な業務効率化を実現してまいります。 

 

 

 

 



   

 

 

※1 「起業・開業ナビ」の利用は無料ですが、協業パートナーサービスを利用する場合は有料の場合がございます。 

※2  「弥生のかんたん会社設立」のサービス利用は無料ですが、法人設立時に発生する実費費用や会社実印の作成などは利用

者負担となります。 

※3 協業パートナーサービスの特典有無や内容は提供サービスによって異なります。 

※4 成長戦略フォローアップ(令和 2年 7月) P109 

※5 法務省 e-stat登記統計(会社設立登記数)を基に自社集計。株式会社と合同会社が対象。 

※6 中小企業白書(2017) P125  

以 上 

 

 

■「起業・開業ナビ」について 

起業・開業ナビ https://www.yayoi-kk.co.jp/services/kigyo/index.html 

 

「起業・開業ナビ」は 5つのサービスで構成されます。 

 

1. 弥生のかんたん会社設立 

画面の案内に沿って必要事項を入力するだけで、株式会社の設立前後に必要な書類を自動的に作成する無

料Webサービス※7です。電子定款にも対応し、加えて書類の届出先や準備物の案内、法人口座の開設やインタ

ーネットバンキングの契約※8、会社実印の作成※9などを合わせてサービス内で案内します。これらのサービスによ

り、会社設立準備にかかる時間や業務負担を削減し、円滑な法人設立を支援します。株式会社リーガルスクリプト

と共同開発し、これまで提供していた「(旧)弥生のかんたん会社設立」をリニューアル※10しました。今後も、合同会

社設立への対応や、代理作業者として税理士などの士業が利用できるシステム拡充も予定しています。 

日本政府は世界最高水準の起業環境を実現するため、法人設立手続のオンライン・ワンストップ化※11に取り組

んでいます。「弥生のかんたん会社設立」は、作成した書類をマイナポータルと API連携することでオンライン申

請が可能となる機能拡張を 2021年 9月頃に予定しています。今後も、起業家が円滑に法人設立手続を行うこと

のできるサービス提供を目指します。 

 

※7 法人設立時に発生する実費費用は利用者負担となります。 

※8 開始時はみずほ銀行、三菱 UFJ銀行、りそな銀行、楽天銀行と協業。順次拡大します(銀行名の記載は金融機関コード順) 。 

※9 ブルーリーフパートナーズ株式会社と協業し、サービスを提供します。 

※10 「(旧)弥生のかんたん会社設立」は、2021年 5月 10日にサービスを終了します。 

※11 「法人設立ワンストップサービス」の詳細 https://app.e-oss.myna.go.jp/Application/ecOssTop/ 

 

 

https://www.kantei.go.jp/jp/singi/keizaisaisei/pdf/fu2020.pdf
https://www.chusho.meti.go.jp/pamflet/hakusyo/H29/PDF/chusho/04Hakusyo_part2_chap1_web.pdf
https://www.chusho.meti.go.jp/pamflet/hakusyo/H29/PDF/chusho/04Hakusyo_part2_chap1_web.pdf
https://www.yayoi-kk.co.jp/services/kigyo/index.html
https://app.e-oss.myna.go.jp/Application/ecOssTop/


   

 

 

2. 起業・開業応援パック 

 起業直後に必要になるモノやサービスが特典付きで使用できる起業支援パッケージ*です。協業パートナーと連

携した提供サービスは、今後も増える予定です。 

  
* 特典有無や内容については提供サービスによって異なります。 

 

提供サービス(協業パートナー)一覧 

＜法人用クレジットカード＞ 

●JCB CARD Biz (株式会社ジェーシービー) 

法人口座や個人口座が設定できる、法人代表者 / 個人事業主専用のクレジットカードです。「起業・開業応援

パック」から新規入会すると、最大 15,000円分の「JCBプレモデジタル※12」がプレゼントされます。さらに、キャン

ペーン対象期間中にカードを申し込み、入会月の翌々月末までに 10万円(税込）以上を利用された方には、最

大 20,000円分の「Amazonギフト券(E メールタイプ)」がプレゼントされます。 

 
※12 JCBプレモデジタルは、JCB PREMO加盟店のオンラインショッピング・ウェブサイトで利用できるデジタルギフトです。 

詳細はこちら  https://www.jcb.co.jp/voucher/premo/pop/premo_digital.html 

 

＜固定電話取得＞ 

●03Plus(株式会社グラントン) 

スマホで固定電話番号が使える「固定電話アプリ」です。回線工事や電話機設置など面倒な手続きは一切不要

で電話番号を取得でき、すぐに使うことができます。「起業・開業応援パック」から新規申込すると、「03Plus」有料

プランを 4か月以上ご利用いただいた方に 3,000円分の「Amazonギフト券(E メールタイプ)」がプレゼントされま

す。 

 

＜PC / 周辺機器＞ 

●Lenovo製品(レノボ・ジャパン合同会社) 

法人専用ストア LenovoPROにて、Lenovo社の各製品（PCやモニター、その他の周辺機器など）を法人対象

特別価格で購入することができます※13。対象者には PC購入 1台につき 1,000円分の「Amazonギフト券(E メ

ールタイプ)」がプレゼントされます※14。 

 
※13 対象製品は時期により変わります。製品の例や価格については「起業・開業応援パック」内の PDFを適宜ご確認ください。 

※14 特典の内容や適用条件は変更となる場合があります。詳細は専用申込フォームをご覧ください。 

 

＜法人口座開設・インターネットバンキング＞ 

●法人口座開設ネット受付(みずほ銀行) 

いつでもインターネットからお申込可能です。簡単なお手続きで、便利なサービスをまとめて申込が可能です。 

・お得な情報 1：「みずほビジネスWEB」は、申込から当初 3カ月分は月間手数料 3,300円が無料。 

・お得な情報 2：「みずほビジネスデビット」は年会費と新規カード発行手数料が無料。2021年 9月末までに新  

規でお申込いただいた方に最大 3,500円がキャッシュバック＆プレゼント※15されます。 

・お得な情報 3：「みずほWEB帳票サービス」は月間手数料が無料。 

 
※15 その①「申込から 3カ月以内にご利用頂いた金額に対して、上限 3,000円をキャッシュバック」、その②「申込から 3カ月以内  

に 1度でもオンライン決済をすると、さらに 500円プレゼント」 

 

●BizSTATIONスタートアップパッケージ(三菱 UFJ銀行） 

対象 3サービスをまとめて契約することで、一定期間無料で利用できる期間限定のキャンペーンです。今なら

法人向けカード(クレジットカードまたはデビットカード)もあわせて契約すると 50,000円分の「Amazonギフト券(E

メールタイプ)」がプレゼントされる Amazonギフト還元キャンペーンも実施しています。 

・特典 1：基本サービスが 2021年 9月末まで無料。 

・特典 2：総合 / 給与振込サービスが 2021年 9月末まで無料。 

・特典 3：振込入金メール通知サービスが 2021年 9月末まで無料。 

 

 

https://www.jcb.co.jp/voucher/premo/pop/premo_digital.html


   

 

 

 

●法人口座開設WEB申込(りそな銀行) 

法人のお客さまの新規口座の開設が「24時間 365日」いつでもWebからお申込いただけます。法人設立 1

年未満のお客さま限定で以下、お得な応援メニュー付きの創業応援パックがご利用いただけます。 

・応援 1：法人向けインターネットバンキング「りそなビジネスダイレクト」の月間基本手数料が当初 12カ月間無  

      料 

・応援 2：法人向け決済カード(クレジットカードまたはデビットカード)の初年度年会費が無料 

   

 

●法人ビジネス口座(楽天銀行) 

合計 1,000万口座を突破し、ネット銀行口座数No.1※16の法人ビジネス口座です。初期費用、口座利用

料なしで、Webからお申込いただいた後に必要書類一式を送るだけでお申込が完了します。24時間 365日利

用可能で、全国約 10万台の ATMで入出金でき、各種手数料も安く、便利にお使いいただけます。 

 
※16 2021年 1月楽天銀行調べ 

 
 

3. 事業計画書作成サポートツール 

 創業融資申請時に必要な事業計画書を作成できる無料ツール※17です。日本政策金融公庫向けの創業計画書

が簡単に作成でき、CSV、Excel、PDFでダウンロードが可能です。作成した事業計画書は、健全経営している

他の企業と比較することなどができます。株式会社プロジェクトニッポンと共同開発しました。 

 
※17 「事業計画作成サポートツール」のご利用には、ドリームゲート(株式会社プロジェクトニッポンが運営する起業支援Webサイト

名)の会員登録が必要です。 

 

 

4. 会計事務所紹介サービス 

 弥生が厳選した豊富な経験と実績のある税理士・会計事務所を、無料で最短翌日に紹介するサービスです。弥

生は 10,000事業所を超える業界最大規模の会計事務所ネットワーク「弥生 PAP会員」を運営しています。起業

に必要な各種手続きの相談などにも活用でき、起業前後の不安や悩み解消を支援します。 

 

 

5. 起業・開業あんしんガイド 

 起業を検討している方に向けた情報発信サイトです。「会社設立に必要な手続きはどうする？」「起業時の資金

調達はどうする？」など、起業前後の不安や課題を解決するコンテンツを提供します。さらに「起業の税金計算シミ

ュレーション」では、想定する事業の売上と経費、希望する年収などを入力するだけで、簡単に概算の税金(法人

税と所得税)をシミュレーションすることができます。 

 

 

■弥生株式会社について 

弥生は、中小企業、個人事業主、起業家の事業を支える社会的基盤(インフラ)として日本の発展に能動的に貢

献することを使命としています。そのために、事業者の皆さまが事業を立ち上げ、進め、発展する過程で直面する

さまざまな課題にお応えできる「事業コンシェルジュ」を目指して、「弥生シリーズ」や「事業・業務支援サービス」を

開発・提供しています。 

代表的なサービスである「弥生シリーズ」は、クラウド会計ソフト 5年連続利用シェアNo.1※18、デスクトップアプリ

で 22年連続売上実績 No.1※19を獲得しており、登録ユーザー数は 220万を超えました。「事業・業務支援サー

ビス」は、起業・開業ナビ、会計事務所紹介、オンライン融資※20など、業務ソフトウエアの枠を超えたサービスを提

供しています。2020年より社外活動として、社会全体の DX推進に取り組む団体※21の立ち上げに参画するな

ど、事業者の圧倒的な業務効率化の実現に向け活動しています。なお、弥生は 2014年からオリックス株式会社

のグループ会社です。弥生の詳細については https://www.yayoi-kk.co.jpをご覧ください。 
 

 

 

https://www.yayoi-kk.co.jp/


   

 

 

※18 2020年 5月 29日付プレスリリース：弥生のクラウド会計ソフト、個人事業主向け市場で 5年連続シェア No.1を獲得  

※19 全国の主要家電量販店・パソコン専門店・ネットショップ 2,717店における POS実売統計で、弥生は 2020年の年間最多販 

    売ベンダーとして最優秀賞を獲得。（業務ソフト部門：22年連続受賞、申告ソフト部門：17年連続受賞）－株式会社 BCN調べ 

※20 オンライン融資サービスは、弥生のグループ会社であるアルトア株式会社が提供しています。 

※21 立ち上げた 2団体。2020年 6月「社会的システム・デジタル化研究会」、2020年 7月「電子インボイス推進協議会」 

 

 

 

https://www.yayoi-kk.co.jp/company/pressrelease/20200529.html
https://www.altoa.jp/company.html
https://www.yayoi-kk.co.jp/company/pressrelease/20200625.html
https://www.yayoi-kk.co.jp/company/pressrelease/20200625.html
https://www.yayoi-kk.co.jp/company/pressrelease/20200729.html
https://www.yayoi-kk.co.jp/company/pressrelease/20200729.html

